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○神奈川県県税条例施行規則（昭和45年神奈川県規則第43号）新旧対照表 

新 旧 

第１条～第34条 （略） 

   附 則 

１～13 （略） 

（不動産取得税の減額の申告） 

第１条～第34条 （略） 

   附 則 

１～13 （略） 

（不動産取得税の減額の申告） 

14 法附則第11条の４第２項又は第４項    の規定による不動産取得税の

減額を受けようとする者は、不動産取得税減額（還付）申告（申請）書（附

則第１号様式の４）を所長に提出しなければならない。 

14 法附則第11条の４第１項、第４項又は第６項の規定による不動産取得税の

減額を受けようとする者は、不動産取得税減額（還付）申告（申請）書（附

則第１号様式の４）を所長に提出しなければならない。 

15～27 （略） 

28 第54号様式の適用については、条例附則第42項に規定する各年度分の個人

の県民税に関する報告に限り、同様式中 

 「（略）                     」 

 とあるのは、 

 「 

   
   備考 県民税の各欄の上段には、個人の県民税について、神奈川県県 

     税条例附則第42項に規定する税率の適用がないものとして計算し 

     た場合の税額を、それぞれ記載してください。 

                          」 

15～27 （略） 

28 第54号様式の適用については、条例附則第45項に規定する各年度分の個人

の県民税に関する報告に限り、同様式中 

 「（略）                     」 

 とあるのは、 

 「 

   
   備考 県民税の各欄の上段には、個人の県民税について、神奈川県県 

     税条例附則第45項に規定する税率の適用がないものとして計算し 

     た場合の税額を、それぞれ記載してください。 

                          」 
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とする。  とする。 

（条例附則第41項の規則で定める構築物） （条例附則第44項の規則で定める構築物） 

29 条例附則第41項に規定する規則で定める構築物は、構成施設の用に供する

構築物（当該構成施設に含まれる部分に限るものとし、当該構成施設の用に

供する事務所等を除く。第１号及び第２号において同じ。）で次に掲げる要

件に該当するもののうち、当該構築物につき法第342条の規定により市町村

が固定資産税を課すべきこととなる場合において法第６条の規定により固

定資産税が軽減又は免除をされるものとする。 

29 条例附則第44項に規定する規則で定める構築物は、構成施設の用に供する

構築物（当該構成施設に含まれる部分に限るものとし、当該構成施設の用に

供する事務所等を除く。第１号及び第２号において同じ。）で次に掲げる要

件に該当するもののうち、当該構築物につき法第342条の規定により市町村

が固定資産税を課すべきこととなる場合において法第６条の規定により固

定資産税が軽減又は免除をされるものとする。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 
30～33 （略） 

附則第１号様式～附則第１号様式の３（略） 

附則第１号様式の４・附則第１号様式の５ （別紙） 

附則第２号様式～附則第６号様式（略） 

別表第１～別表第３（略） 

30～33 （略） 

附則第１号様式～附則第１号様式の３（略） 

附則第１号様式の４・附則第１号様式の５ （別紙） 

附則第２号様式～附則第６号様式（略） 

別表第１～別表第３（略） 

別表第４（第34条関係） 別表第４（第34条関係） 

 １～35の２ （略） （略）    １～35の２ （略） （略）   

 36 政令第７条の４の６第

１項、第20条第１項  、

第35条の７の４第１項、

第37条の15の２第１項、

第39条の10の２第１項、

第40条第１項      

＿＿＿＿＿＿、第43条の

12の２第１項、第44条の

４第１項、第45条第１項、

第52条の13の４第１項、

第52条の16第１項及び第

55条第１項の書面 

（略）  

  36 政令第７条の４の６第

１項、第20条の２第１項、

第35条の７の４第１項、

第37条の15の２第１項、

第39条の10の２第１項、

第40条第１項、第42条の

４の２第１項、第43条の

12の２第１項、第44条の

３第１項、第45条第１項、

第52条の13の４第１項、

第52条の16第１項及び第

55条第１項の書面 

（略）  

 

 36の２～121 （略） （略）    36の２～121 （略） （略）   

  

 



附則第１号様式の４（表）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

 

（別紙） 



 

 

（裏） （略） 

２ 

１ 



附則第１号様式の５（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

 



 

 
 



＜新旧＞ 

第61号様式の２（別表第４関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

法人税並びに法人事業税及び特別法人事業税の申告書 

提出期限延長処分等の通知書            

第     号   
年  月  日   

   都道府県知事     殿 

神奈川県  県税事務所長     

  地方税法第53条第61項の規定により法人税に係る確定申告書の提出期限の延長の処分

等があつた旨の届出があり、並びに同法第72条の25第３項若しくは第５項（同法第72条

の28第２項及び第72条の29第２項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）又は

地方税法施行令第24条の４第１項（同令第24条の４の３第１項において準用する場合を

含む。）の規定により法人事業税及び特別法人事業税の申告書の提出期限の延長等の処

分をした（届出があつた）ので、通知します。 

主たる事務所又は事業所
の所在地 

 

法 人 の 名 称  

法 人 番 号              

貴都道府県内
の事務所又は
事業所 

所 在 地  

名 称  

届

出

等

の 

適 用 事 業 年 度   年 月 日から  年 月 日までの事業年度 
分から 

法人の道府県民税 
 

関 係 

法人税の確定申告書の提出期限の延長については 
１ 延長の処分があつた。（ 月間） 
２ 延長の月数の指定があつた。（ 月間） 
３ その指定に係る月数が変更された。（ 月間） 
４ その延長の処分が取り消された。 
５ その延長の月数の指定が取り消された。 
６ その適用を受けることをやめた。 
７  月間の延長の処分を受けている法人と通算して
法人税を納めることとなつた。 

通算親法人の
名 称  

通算親法人の
本店所在地  

内

容 

法人事業税・特別 

法 人 事 業 税 関 係 

法人事業税及び特別法人事業税の申告書の提出期限の
延長については 
１ 延長の処分をした。（ 月間） 
２ 延長の月数の指定をした。（ 月間） 
３ その指定に係る月数を変更した。（ 月間） 
４ その延長の処分を取り消した。 
５ その延長の月数の指定を取り消した。 
６ その適用を受けることをやめる旨の届出があつ
た。 

 

並びに第72条の29第２項及び第６項 



＜新旧＞ 

第66号様式（納税者用）（別表第４関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

法人事業税及び特別法人事業税の申告書提出期限延長承 
認等通知書                     

第    号   
年  月  日   

      様 

神奈川県  県税事務所長 □印    

     年  月  日付けでなされた法人事業税及び特別法人事業税の申告書の提
出期限の延長の承認等の申請については、次のとおり承認（指定）したので、通知しま
す。 
 なお、この通知書に記載されている処分に不服があるときは、この通知を受けた日の
翌日から起算して３か月以内に、神奈川県知事に対して審査請求をすることができます。 
 また、この通知書に記載されている処分については、上記の審査請求に対する裁決を
経た場合に限り、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川県を代表する者は神奈川
県知事となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。
この場合においては、当該裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内
に訴えを提起する必要があります。 
 ただし、次の１から３までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経
ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 
１ 審査請求があつた日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。 
２ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要
があるとき。 

３ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

地方税法第72条の25第

２項又は第４項（同法

第72条の25第６項又は

第７項において準用す

る場合及び第72条の28

第２項においてこれら

の規定を準用する場合

を含む。）の規定によ

る申告書の提出期限の

延長 

適 用 事 業 年 度 
年  月  日から 

 
年  月  日まで 

本来の申告書の提出期限 
地方税法第72条の25第
３項又は第５項の規定
により既に延長されて
いる期限 

年  月  日   
 

（  年  月  日）  

指 定 し た 期 限 年  月  日   

地方税法第72条の25第

３項又は第５項（同法

第72条の28第２項及び

第72条の29第２項にお

いてこれらの規定を準

用する場合を含む。）

の規定による申告書の

提出期限の延長 

適 用 事 業 年 度 
年  月  日から 
年  月  日まで 

の事業年度分から 

承認（指定）した延長期間 月間 

地方税法施行令第24条

の４第１項（同令第24

条の４の３第１項にお

いて準用する場合を含

む。）の規定による申

告書の提出期限の延長 

適 用 事 業 年 度 
年  月  日から 
年  月  日まで 

の事業年度分から 

承認（指定）した延長期間 月間 

（理由） 

 

 

 備考 審査請求及び取消訴訟の教示並びに理由は、承認（指定）の内容が申請の内容

と異なる場合に記載すること。 

並びに第72条の29第２項及び第６項 



＜新旧＞ 

第66号様式の４（別表第４関係）（用紙 日本産業規格Ａ４横長型） 

法人事業税及び特別法人事業税の申告書提出期限延長承 

認等取消通知書                   

 

第  号   

年  月  日   

 

      様 

 

神奈川県  県税事務所長 □印    

 

 法人事業税及び特別法人事業税の申告書の提出期限の延長については、地方税法第72

条の25第３項又は第５項（同法第72条の28第２項及び第72条の29第２項においてこれら

の規定を準用する場合を含む。）の定款等の定めに変更が生じた（特別の事情がなくな

つた）と認められるので、地方税法施行令第24条の４第４項（同令第24条の４の３第１

項において準用する同令第24条の４第４項）の規定により    年  月  日以後

に終了する事業年度分についてこれを取り消します。 

 なお、この通知書に記載されている処分に不服があるときは、この通知を受けた日の

翌日から起算して３か月以内に、神奈川県知事に対して審査請求をすることができます。 

 また、この通知書に記載されている処分については、上記の審査請求に対する裁決を

経た場合に限り、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川県を代表する者は神奈川

県知事となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。

この場合においては、当該裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内

に訴えを提起する必要があります。 

 ただし、次の１から３までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経

ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

１ 審査請求があつた日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。 

２ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要

があるとき。 

３ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

並びに第72条の29第２項及び第６項 



＜新旧＞ 

第66号様式の５（別表第４関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

法人事業税及び特別法人事業税の申告書提出期限延長承 

認等変更通知書                   

 

第     号   

年  月  日   

 

         様 

 

 

神奈川県  県税事務所長 □印    

 

 

 法人事業税及び特別法人事業税の申告書の提出期限の延長については、地方税法第72

条の25第３項各号又は第５項各号（同法第72条の28第２項及び第72条の29第２項におい

て同法第72条の25第３項又は第５項の規定を準用する場合における同条第３項各号又は

第５項各号）に掲げる場合に該当しなくなつたと認められるので、地方税法施行令第24

条の４第４項（同令第24条の４の３第１項において準用する同令第24条の４第４項）の

規定により  年  月  日以後に終了する事業年度分について  月間に変更しま

す。 

 法人事業税及び特別法人事業税の申告書の提出期限の延長については、地方税法第72

条の25第３項第２号又は第５項第２号（同法第72条の28第２項及び第72条の29第２項に

おいて同法第72条の25第３項又は第５項の規定を準用する場合における同条第３項第２

号又は第５項第２号）の特別の事情（やむを得ない事情）に変更が生じたと認められる

ので、地方税法施行令第24条の４第４項（同令第24条の４の３第１項において準用する

同令第24条の４第４項）の規定により  年  月  日以後に終了する事業年度分に

ついて  月間に変更します。 

 なお、この通知書に記載されている処分に不服があるときは、この通知を受けた日の

翌日から起算して３か月以内に、神奈川県知事に対して審査請求をすることができます。 

 また、この通知書に記載されている処分については、上記の審査請求に対する裁決を 

経た場合に限り、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川県を代表する者は神奈川

県知事となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。

この場合においては、当該裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内

に訴えを提起する必要があります。 

 ただし、次の１から３までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経

ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

１ 審査請求があつた日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。 

２ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要

があるとき。 

３ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

並びに第72条の29第２項及び第６項 

並びに第72条の29第２項及び第６項 


